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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の密度を有する第一の媒質中に配置された実質周期的な構造体のアレイを含む音波
バリアであって、
　前記構造体は、前記第一の密度とは異なる第二の密度を有する第二の媒質で形成されて
おり、
　前記第一の媒質及び第二の媒質の一方は、縦波音波の伝播速度と横波音波の伝播速度と
を有する第一の粘弾性媒質であり、
　前記縦波音波の伝播速度は、前記横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であり、
　前記第一の媒質及び前記第二の媒質の他方は、前記第一の粘弾性媒質とは異なる第二の
粘弾性媒質、又は弾性媒質である、音波バリア。
【請求項２】
　前記実質周期的な構造体のアレイが、前記第一の媒質及び前記第二の媒質を交互に重ね
てなる交互層を備える多層構造体形状の一次元アレイである、請求項１に記載の音波バリ
ア。
【請求項３】
　前記多層構造体が、粘弾性媒質及び弾性媒質を交互に重ねてなる交互層を含み、前記粘
弾性媒質がエラストマー及びそれらの組み合わせから選択され、前記弾性媒質が金属、金
属合金、ガラス状ポリマー及びそれらの組み合わせから選択される、請求項２に記載の音
波バリア。
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【請求項４】
　（ａ）第一の密度を有する第一の媒質を用意することと、
　（ｂ）前記第一の密度とは異なる第二の密度を有する第二の媒質を用意することと、
　（ｃ）前記第一の媒質中に配置される実質周期的な構造体のアレイを形成することとを
含む、音波バリアの製造方法であって、
　前記構造体は、前記第二の媒質で形成されており、
　前記第一の媒質及び第二の媒質の一方は、縦波音波の伝播速度と、横波音波の伝播速度
とを有する第一の粘弾性媒質であり、
　前記縦波音波の伝播速度は、前記横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であり、
　前記第一の媒質及び第二の媒質の他方は、前記第一の粘弾性媒質とは異なる第二の粘弾
性媒質、又は弾性媒質である、音波バリアの製造方法。
【請求項５】
　（ａ）第一の密度を有する第一の媒質中に配置される実質周期的な構造体のアレイを含
む音波バリアを用意することと、
　（ｂ）音響源と音響受信体との間に前記音波バリアを介在させることと、を含む、遮音
方法であって、
　前記構造体は、前記第一の密度とは異なる第二の密度を有する第二の媒質から形成され
ており、
　前記第一の媒質及び第二の媒質の一方は、縦波音波の伝播速度と、横波音波の伝播速度
とを有する第一の粘弾性媒質であり、
　前記縦波音波の伝播速度は、前記横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であり、
　前記第一の媒質及び第二の媒質の他方は、前記第一の粘弾性媒質とは異なる第二の粘弾
性媒質、又は弾性媒質である、遮音方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本願は、２００７年１２月２１日に出願された、米国仮出願第６１／０２５，７９３号
の優先権を主張し、その内容はこの参照をもって本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は音波バリアに関し、別の態様においては、音波バリアの製造方法、及び遮音に
おけるそれらの使用方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　防音材料及び構造は、音響産業において重要な用途を有する。この産業で使用されてい
る従来の材料、例えば吸収体及び反射体は、通常、周波数選択的な音波制御を提供するこ
となく、広い周波数範囲にわたって機能する。能動的雑音消去装置は周波数選択的な音波
減衰を斟酌するが、この装置は、典型的には閉じ込められた空間内で最も有効であり、パ
ワー及び制御を提供するために電子機器に投資し及び該装置を作動させる必要がある。
【０００４】
　従来の音波吸収材料は、一般に、比較的軽量で多孔質であるが、従来の音波バリアは、
材料による音波透過損失が、一般にその質量及び剛性の関数であるため、比較的重く、気
密性を有する傾向がある。いわゆる「質量則」（所定の周波数範囲内にて多くの従来の音
波バリア材料に適用可能）は、材料の単位面積当たりの重量が２倍になると、材料を介し
た透過損失が６デシベル（ｄＢ）増大することを決定づける。単位面積当たりの重量は、
より緻密な材料を使用することにより、又はバリア厚を増大させることにより増大し得る
。しかしながら、重量の追加は、多くの用途において望ましくない可能性がある。
【０００５】
　音響通過帯域及びバンドキャップを有する音波バリアとして、フォノニック結晶（即ち
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、周期的に不均一な媒質、典型的には弾性／弾性、又は弾性／流体構造の形態）が提案さ
れてきた。そのような構造は、主要な物理的メカニズムとしての粘性消散又は共鳴に頼る
必要なく、受動的ではあるが周波数選択的に、音響バンドキャップを生成することができ
る。代わりに、透過損失は、不均一な、多相の、空間的に周期的な構造の２つ以上の構成
成分間の音速コントラストによるブラッグ散乱によるものである。
【０００６】
　例えば、空気中の銅管の周期的アレイ、弾性的に柔軟な材料で覆われた高密度の中心部
を有する複合要素の周期的アレイ（局所共鳴構造のアレイを提供する）、及び空気中の水
の周期的アレイは、周波数選択的な特性を有する音波バリアを形成することが提案されて
いる。しかしながら、これらの手法は、一般に、狭いバンドキャップの生成、オーディオ
用途には高すぎる周波数（例えば、２０ｋＨｚ以上の超音波周波数）におけるバンドギャ
ップの生成、並びに／又は嵩高い及び／若しくは重い物理的構造（例えば、デシメートル
又はメートルの外部寸法を有するアレイに配置された直径数センチメートルの金属パイプ
）の必要性等の欠点を有する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　したがって、本発明者らは、外部寸法が比較的小さく、及び／又は比較的軽量であると
共に、可聴音響周波数にて少なくとも部分的に有効であり得る（音波透過を低減し、又は
好ましくは排除する）音波バリアが必要であることを認識する。好ましくは、音波バリア
は、可聴周波数の比較的広い範囲にわたって少なくとも部分的に有効であってもよく、及
び／又は比較的単純かつ費用効率が高く製造することが可能である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　手短には、一態様において、本発明は、第一の密度を有する第一の媒質中に配置された
実質周期的な構造体のアレイを含む音波バリアであって、前記構造体は、第一の密度とは
異なる第二の密度を有する第二の媒質で形成されており、第一の媒質及び第二の媒質の一
方は、縦波音波の伝播速度と横波音波の伝播速度とを有する粘弾性媒質であり、縦波音波
の伝播速度が、横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であり、第一の媒質及び第二の媒
質の他方は粘弾性媒質又は弾性媒質である、音波バリアを提供する。好ましくは、実質周
期的な構造体のアレイは、第一の媒質及び第二の媒質を交互に重ねてなる交互層を備える
多層構造体形状の一次元アレイである。
【０００９】
　所定の特性を有する粘弾性材料を選択し、それらを粘弾性材料又は弾性材料と組み合わ
せて空間的に周期的なアレイを形成することにより、フォノニック結晶構造のバンドギャ
ップ又は少なくとも有意な透過損失（例えば２０デシベル（ｄＢ）を超える）を、可聴範
囲（即ち、２０ヘルツ（Ｈｚ）～２０キロヘルツ（ｋＨｚ）の範囲）の少なくとも一部に
おいて得ることができることが判明している。そのような構造は、比較的軽量で、比較的
小さい（例えば、数センチメートル以下のオーダーの外部寸法を有する）可能性がある。
材料の選択、格子構造の種類、異なる材料の間隔等の設計パラメータを制御することによ
り、バンドキャップの周波数、ギャップの数、及びそれらの幅を調整することができ、又
は最低でも、透過損失レベルを周波数の関数として調整することができる。
【００１０】
　フォノニック結晶構造は、音響バンドギャップを受動的であるが周波数選択的に生成す
ることができる。音響産業で使用される殆どの通常の音波吸収体とは異なり、フォノニッ
ク結晶は、透過モードにて音波を制御する。バンドギャップの周波数の範囲内で、構造を
介した入射音波の透過は本質的に存在しない可能性がある。バンドギャップは常に絶対（
即ち、音波透過が存在しない）なわけではないが、音波透過損失は多くの場合、２０デシ
ベル（ｄＢ）程度以上であり得る。音響産業において、３ｄＢのオーダーの減衰は有意で
あると見なされるため、２０＋ｄＢは、音響出力における１００パーセント低下に接近す
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る非常に有意な透過における損失である。
【００１１】
　フォノニック結晶構造は音源と受信体との間に配置されて、選択された周波数のみ構造
を通過させる。受信体はこうして濾過された音波を聴き、望ましくない周波数は遮断され
ている。フォノニック結晶構造を適切に構成することにより、透過された周波数を受信体
に集めることができ、又は望ましくない周波数を反射して音源に戻すことができる（周波
数選択ミラーと極めて類似）。現在の音響材料とは異なり、フォノニック結晶構造は、音
波を減衰させ又は反射するのみでなく、実際に管理するよう使用することができる。
【００１２】
　したがって、少なくともいくつかの実施形態において、本発明の音波バリアは、外部寸
法が比較的小さく及び／又は比較的軽量であると共に、可聴音響周波数において少なくと
も部分的に有効であり得る音波バリアに対する上記に引用したニーズを満たすことができ
る。本発明の音波バリアは、建造物（例えば住宅、事務所、病院等）、高速道路の音波バ
リア等を含む、多様な異なる環境において遮音をもたらすよう使用することができる。
【００１３】
　別の態様において、本発明は、音波バリアの製造方法も提供する。同方法は、（ａ）第
一の密度を有する第一の媒質を用意することと、（ｂ）第一の密度とは異なる第二の密度
を有する第二の媒質を用意することと、（ｃ）第一の媒質中に配置される実質周期的な構
造体のアレイを形成することとを含み、前記構造体は第二の媒質で形成されており、第一
の媒質及び第二の媒質の一方が、縦波音波の伝播速度と、横波音波の伝播速度とを有する
粘弾性媒質であり、縦波音波の伝播速度が、横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であ
り、第一の媒質及び第二の媒質の他方が、粘弾性媒質又は弾性媒質である。
【００１４】
　尚別の態様において、本発明は更に、遮音方法を提供する。同方法は、（ａ）第一の密
度を有する第一の媒質中に配置される実質周期的な構造体のアレイを含み、前記構造体が
、第一の密度とは異なる第二の密度を有する第二の媒質から形成されており、第一の媒質
及び第二の媒質の一方が、縦波音波の伝播速度と、横波音波の伝播速度とを有する粘弾性
媒質であり、縦波音波の伝播速度が横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍であり、第一
の媒質及び第二の媒質の他方が粘弾性媒質又は弾性媒質である、音波バリアを用意するこ
とと、（ｂ）音響源（好ましくは、可聴音響周波数源）と音響受信体（好ましくは、可聴
音響周波数の受信体）との間に音波バリアを介在させることとを含む。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　本発明のこれら並びにその他の特徴、態様及び利益は、次の説明、添付した請求項及び
添付図面でよりよく理解されるであろう。
【図１】実施例１～６に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する透過損失（ｄＢ
で表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図２】実施例７～１２に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する透過損失（ｄ
Ｂで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図３】実施例１３～１５及び比較例１に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関す
る透過損失（ｄＢで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図４】実施例１６～２０に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する透過損失（
ｄＢで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図５】比較例２及び３に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する透過損失（ｄ
Ｂで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図６】実施例２１～２３及び比較例４～６に記載した本発明の音波バリアの実施形態に
関する透過損失（ｄＢで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図７】実施例２４～２６に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する透過損失（
ｄＢで表す）対周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【図８】実施例２７～３０に記載した本発明の音波バリアの実施形態に関する吸収係数対
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周波数（Ｈｚで表す）のプロット。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　材料
　上記に引用した本発明の音波バリアの粘弾性構成成分として好適な材料は、（好ましく
は少なくとも周波数の可聴帯域内で）横波音波の伝播速度の少なくとも３０倍（好ましく
は少なくとも５０倍、より好ましくは少なくとも７５倍、最も好ましくは少なくとも１０
０倍）である縦波音波の伝播速度を有する粘弾性固体及び液体を含む。有用な粘弾性固体
及び液体は、周囲温度（例えば、約２０℃）で、約５×１０６パスカル（Ｐａ）以下の安
定した剪断プラトー弾性率（Ｇ°Ｎ）を有するものを含み、この安定した剪断プラトー弾
性率が、好ましくは材料のガラス転移温度（Ｔｇ）より３０ケルビン～１００ケルビン高
い温度範囲にわたって存在する。好ましくは、音波バリア中の粘弾性材料の少なくとも１
つは、周囲温度（例えば、約２０℃）で、約１×１０６Ｐａ以下（より好ましくは、約１
×１０５Ｐａ以下）の安定した剪断プラトー弾性率を有する。
【００１７】
　そのような粘弾性材料の例としては、エラストマー（例えば、熱可塑性エラストマーを
含む）、粘弾性液体等、及びそれらの組み合わせ（好ましくは少なくともいくつかの用途
のために、エラストマー及びそれらの組み合わせ）を含む様々な形態のゴム状ポリマー組
成物（例えば、軽く架橋した（lightly-crosslinked）又は半結晶性ポリマーを含む）が
挙げられる。有用なエラストマーとしては、両方とも無機及び有機ポリマーであるホモポ
リマー及びコポリマー（ブロック、グラフト及びランダムコポリマーを含む）の両方、並
びにそれらの組み合わせ、並びに線状又は分岐状のポリマー、及び／又は相互侵入若しく
は半相互侵入ネットワークの形態若しくは他の複合形態のポリマー（例えば、スターポリ
マー）が挙げられる。有用な粘弾性液体としては、ポリマー溶融物、溶液、及びゲル（ヒ
ドロゲルを含む）が挙げられる。
【００１８】
　好ましい粘弾性固体としては、シリコーンゴム（好ましくは、約２０Ａ～約７０Ａ、よ
り好ましくは約３０Ａ～約５０Ａのデュロメータ硬度を有する）、（メタ）アクリレート
（アクリレート及び／又はメタクリレート）ポリマー（好ましくは、イソオクチルアクリ
レート（ＩＯＡ）とアクリル酸（ＡＡ）とのコポリマー）、ブロックコポリマー（好まし
くは、スチレン、エチレン及びブチレンを含む）、セルロース系ポリマー（好ましくは、
コルク）、有機ポリマー（好ましくは、ポリウレタン）とポリジオルガノシロキサンポリ
アミドブロックコポリマー（好ましくは、シリコーンポリオキサミドブロックコポリマー
）とのブレンド、ネオプレン、並びにそれらの組み合わせが挙げられる。好ましい粘弾性
液体としては、鉱油変性ブロックコポリマー、ヒドロゲル、及びそれらの組み合わせが挙
げられる。
【００１９】
　それらの粘弾性固体及び液体は、公知の方法により調製することができる。多くは、商
業的に入手可能である。
【００２０】
　上記に引用した本発明の音波バリアの弾性構成成分として使用するのに好適な材料は、
本質的に全部の弾性材料を含む。しかしながら、好ましい弾性材料は、少なくとも毎秒約
２０００メートル（ｍ／ｓ）の縦波音速を有するものを含む。弾性材料は、鉛の密度より
も小さい密度を有することが好ましい。
【００２１】
　弾性固体の有用なクラスとしては、金属（及びその合金）、ガラス状ポリマー（例えば
、硬化エポキシ樹脂）等、並びにそれらの組み合わせが挙げられる。弾性固体の好ましい
クラスとしては、金属、金属合金、ガラス状ポリマー、及びそれらの組み合わせ（より好
ましくは、銅、アルミニウム、エポキシ樹脂、銅合金、アルミニウム合金、及びそれらの
組み合わせ、更により好ましくは銅、アルミニウム、銅合金、アルミニウム合金、及びそ



(6) JP 5457369 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

れらの組み合わせ、なおより好ましくは、アルミニウム、アルミニウム合金、及びそれら
の組み合わせ、最も好ましくは、アルミニウム）が挙げられる。
【００２２】
　そのような弾性材料は、公知の方法により調製し又は得ることができる。多くは商業的
に入手可能である。
【００２３】
　所望であれば、本発明の音波バリアは、場合により他の構成成分材料を含んでもよい。
例えば、音波バリアは、２つ以上の粘弾性材料（その横波音波の伝播速度の少なくとも３
０倍である縦波音波の伝播速度を有さない、１つ以上の粘弾性材料を含むが、但し音波バ
リア中の粘弾性材料の少なくとも１つがこの基準を満たすことを条件とする）及び／又は
２つ以上の上述した弾性材料を含むことができる。音波バリアは、場合により１つ以上の
非粘性流体を含んでもよい。
【００２４】
　フォノニック結晶構造の調製
　本発明の音波バリアは、第一の密度を有する第一の媒質中に配置される実質周期的な（
一次元、二次元又は三次元の）構造体のアレイを含み、前記構造体が、上述したように、
第一の密度とは異なる第二の密度を有する第二の媒質から形成されている。そのようなア
レイは、第一の媒質として上述した粘弾性材料又は上述した弾性材料（又は、弾性材料の
代わりとして第二の異なる粘弾性材料）のいずれか、第二の媒質としてその２つのうちの
他方を使用することにより形成されてもよい。
【００２５】
　結果として得られる構造すなわちフォノニック結晶は、巨視的な構造であり得る（例え
ば、センチメートル又はミリメートル又はそれ未満のオーダーの大きさ尺度を有する）。
所望であれば、フォノニック結晶は、空間的に周期的な格子の形態をとってもよく、その
格子位置に均一な大きさ及び均一な形状を有する内包物を含み、内包物の間でマトリック
スを形成する材料で包囲されている。そのような構造の設計パラメータとしては、格子の
種類（例えば、四角形、三角形等）、格子位置間の間隔（格子定数）、単位セルの構成及
び形状（例えば内包物で占められる単位セルの部分面積－いわゆる「充填率（fill facto
r）」としても公知）、内包物及びマトリックス材料の物理的特性（例えば密度、ポアソ
ン比、弾性率等）、内包物の形状（例えば棒形、球形、中空棒形、四角形柱等）等が挙げ
られる。そのような設計パラメータを制御することにより、結果として得られるバンドギ
ャップの周波数、ギャップの数、及びそれらの幅を調整することができ、又は最低でも、
透過損失のレベルを周波数の関数として調整することができる。
【００２６】
　好ましくは、実質周期的な構造体のアレイは、第一の媒質及び第二の媒質を交互に重ね
てなる交互層を含む多層構造体形状の一次元アレイである（また所望であれば、１つ以上
の層形状である、上述した場合による１つ以上の構成成分を更に含み、例えば第一の（Ａ
）媒質及び第二の（Ｂ）媒質、並びに２種の追加の構成成分Ｃ及びＤから、「ＡＢＣＤ」
構造体、「ＡＣＤＢ」構造体、「ＡＣＢＤ」構造体等を形成することができる）。多層構
造体の層の合計数は、使用する特定の材料、層の厚さ、及び特定の音響用途の必要条件に
応じて幅広い範囲で変更し得る。
【００２７】
　例えば、多層構造体の層の合計数は、２層のような少数から、数百層以上のような多数
までの範囲にわたり得る。層の厚さも、幅広く変動し得る（例えば、所望の周波に応じて
）が、好ましくはセンチメートル以下のオーダーにある（より好ましくは、ミリメートル
以下のオーダー、最も好ましくは、約１０ｍｍ以下である）。そのような層の厚さ及び層
の数は、センチメートル以下（好ましくは約１００ｍｍ以下、より好ましくは約５０ｍｍ
以下、更により好ましくは約１０ｍｍ以下、最も好ましくは約５ｍｍ以下）のオーダーの
寸法を有するフォノニック結晶構造を提供することができる。所望であれば、構造の組み
立て前に層を（例えば、界面活性剤組成物又はイソプロパノールを使用して）洗浄しても
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よく、また場合により１種以上の結合剤（例えば接着剤、又は機械的締結具）を使用して
もよい（但し、所望の音響との有意な干渉が存在しないことを条件とする）。
【００２８】
　多層構造体の好ましい実施形態は、約０．７５ｍｍ～約１．２５ｍｍの層の厚さを有す
る粘弾性材料（好ましくはシリコーンゴム、アクリレートポリマー、又はそれらの組み合
わせ）と、約０．０２５ｍｍ～約１ｍｍの層の厚さを有する弾性材料（好ましくはアルミ
ニウム、エポキシ樹脂、アルミニウム合金、又はそれらの組み合わせ）との約３個～約１
０個（より好ましくは約３個～約５個）の交互層を含む。これは、約１ｍｍ～約１０ｍｍ
（より好ましくは約２ｍｍ～約４ｍｍ、最も好ましくは約２ｍｍ～約３ｍｍ）のオーダー
の好ましい寸法を有するフォノニック結晶構造を提供することができる。
【００２９】
　音波バリア及びその使用
　本発明の音波バリアは、音響源（好ましくは、可聴音響周波数源）と音響受信体（好ま
しくは、可聴音響周波数の受信体）との間に音波バリアを介在させ、又は配置することを
含む遮音方法に使用することができる。有用な音響源としては、交通騒音、工場騒音、会
話、音楽等（好ましくは騒音又は可聴成分を有する他の音波、より好ましくは騒音又は約
５００Ｈｚ～約１５００Ｈｚの範囲内の周波数成分を有する他の音波）が挙げられる。音
響受信体は、例えば人の耳、任意の様々な記録デバイス等（好ましくは人の耳）であって
もよい。所望であれば、音波バリアは、音響吸収体として（例えば音波バリアをヘルムホ
ルツ共振器型の吸収体として機能できるように、物質に対して配置することによって）使
用することができる。
【００３０】
　本発明の音波バリアは、可聴範囲の比較的大きい部分にわたり透過損失を達成するよう
使用することができる（好ましい実施形態では、約８００Ｈｚ～約１５００Ｈｚの範囲に
わたって約２０ｄＢ以上の透過損失をもたらし、より好ましい実施形態では、約５００Ｈ
ｚ～約１５００Ｈｚの範囲にわたって約２０ｄＢ以上の透過損失をもたらし、更により好
ましい実施形態では、約２５０Ｈｚ～約１５００Ｈｚの範囲にわたって約２０ｄＢ以上の
透過損失をもたらし、最も好ましい実施形態では、約５００Ｈｚ～約１５００Ｈｚの範囲
の少なくとも一部にわたって実質全部の透過損失をもたらす）。それらの透過損失は、フ
ォノニック結晶構造の寸法を、センチメートル以下のオーダー（好ましくは約２０ｃｍ以
下、より好ましくはミリメートル以下のオーダー、最も好ましくは約１～約３ｍｍのオー
ダー）に維持しながら達成することができる。
【００３１】
　１つ以上の上述したフォノニック結晶構造に加え、本発明の音波バリアは、場合により
、１つ以上の従来の又は今後開発される遮音材（例えば、従来の吸収体、バリア等）を更
に含むことができる。所望であれば、それらの従来の遮音材は、例えば音波バリアの周波
数有効範囲を拡大するように層状にしてもよい。
【実施例】
【００３２】
　本発明の目的及び利点は、以下の実施例により更に例示されるが、これらの実施例に列
挙された特定の材料及びその量は、他の条件及び詳細と同様に本発明を過度に制限するも
のと解釈するべきではない。実施例における部、百分率、比等は全て、特に記載しない限
り、重量基準である。使用される溶媒及びその他の試薬は、特に記載しない限り、Ｓｉｇ
ｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯよ
り入手した。
【００３３】
　試験方法
　透過損失測定
　Ｂｒｕｅｌ　＆　Ｋｊａｅｒ　Ｉｍｐｅｄａｎｃｅ　Ｔｕｂｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｔｙｐ
ｅ　４２０６　１００ｍｍ管、Ｂｒｕｅｌ　＆　Ｋｊａｅｒ　Ｓｏｕｎｄ　＆　Ｖｉｂｒ
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ａｔｉｏｎ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ａ／Ｓ，Ｄｅｎｍａｒｋ）を使用して、透過損失
測定を行った。４マイクロホン移動－機能試験方法を用いて、５０Ｈｚ～１．６ｋＨｚの
周波数帯域内の透過損失を測定した。
【００３４】
　手短には、管システムは、内径１００ｍｍのソース管、ホルダー管及び受容管から構成
されていた。各試験サンプルを、ソース管と受容管との間に位置するホルダー管内に２つ
のゴムＯリングを用いて配置した。ソース管の末端部に取り付けたラウドスピーカー（４
ｏｈｍｓ（Ω）インピーダンス、直径８０ｍｍ）を、平面音波の発生器として使用した。
タイプ４１８７の４つの０．６４ｃｍ（１／４インチ）コンデンサーマイクロホンを使用
して、試験サンプルの両方側の音圧レベルを測定した（ソース管内に２つ、及び受容管内
に２つ）。ソース管内の２つのマイクロホンを使用して、入射及び反射された平面波を測
定した。受容管内に配置された他の２つのマイクロホンを使用して、吸収及び透過された
部分を測定した。
【００３５】
　４つのマイクロホン位置にて音圧を測定し、Ｏｌｉｖｉｅｒｉ，Ｏ．，Ｂｏｌｔｏｎ，
Ｊ．Ｓ．、及びＹｏｏ，Ｔ．により「Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｔｒａｎｓｍｉｓ
ｓｉｏｎ　Ｌｏｓｓ　ｏｆ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｕｓｉｎｇ　ａ　Ｓｔａｎｄｉｎｇ　
Ｗａｖｅ　Ｔｕｂｅ」、ＩＮＴＥＲ－ＮＯＩＳＥ　２００６，３～６　Ｄｅｃｅｍｂｅｒ
　２００６，Ｈｏｎｏｌｕｌｕ，Ｈａｗａｉｉ，ＵＳＡに記載された手順に従って４チャ
ネルデジタル周波数分析器を使用して複合的な移動関数を計算することにより、試験サン
プルの透過損失を決定した。ＰＵＬＳＥバージョン１１データ獲得及び解析ソフトウェア
（Ｂｒｕｅｌ　＆　Ｋｊａｅｒ）を使用した。
【００３６】
　各構造に関して、２つの異なる試験サンプルを調製した。全試験サンプルは、直径９９
．５４ｍｍの精密ダイを用いて切断した。各試験サンプルに関して、透過損失測定を３回
繰り返した。各構造に関して得られた透過損失を、２つの異なる試験サンプルからの６つ
の測定値の算術平均として計算した。
【００３７】
　音波吸収係数の測定
　Ｂｒｕｅｌ＆ＫｊａｅｒインピーダンスＴｕｂｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｔｙｐｅ　４２０６
（１００ｍｍ管、Ｂｒｕｅｌ　＆　Ｋｊａｅｒ　Ｓｏｕｎｄ　＆　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎ　
Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　Ａ／Ｓ，Ｄｅｎｍａｒｋ）を使用して、吸収係数の測定を行っ
た。２マイクロホン移動－機能方法を適用して、ＡＳＴＭ　Ｅ　１０５０に記載されてい
る標準的な手順に従って、これらの測定を５０Ｈｚ～１．６ｋＨｚ周波数帯域内にて行っ
た。
【００３８】
　管システムは、内径１００ｍｍのソース管及びホルダー管から構成されていた。広帯域
、定常ランダム音波の発生器として、ラウドスピーカー（４ｏｈｍｓ（Ω）インピーダン
ス、直径８０ｍｍ）をソース管の末端部に取り付けた。各試験サンプルを、ホルダー管の
入口に配置した。試験サンプルは、接着テープ片で４箇所にて支持した（９、１２、３及
び６時の位置）。受容管のバッキングターミネーションプレート（backing termination 
plate）を５つの異なる位置に配置して、試験サンプルと、バッキングプレートの面との
間の０、１、２及び３ｃｍの空気間隙により、４つの異なる測定値を生成した。タイプ４
１８７の２つの０．６４ｃｍ（１／４インチ）コンデンサーマイクロホンを使用して、ソ
ース管内の２つの固定位置における音圧レベルを測定した。
【００３９】
　ラウドスピーカーにより生成された音平面波はソース管内を伝播した後、試験サンプル
に到達し、試験サンプルの面にて反射を受け、試験サンプル中に吸収され、試験サンプル
を介して透過された。透過された波は後部プレート（back plate）にて反射され、試験サ
ンプル中へ戻った。管内での入射波と反射波との重ね合わせにより、定在波干渉パターン
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が生成した。
【００４０】
　２つの固定位置の音圧レベルを測定し、２チャネルデジタル周波数分析器を使用して複
合的な移動関数を計算することにより、音波吸収係数を決定した。ＰＵＬＳＥバージョン
１０データ獲得及び解析ソフトウェア（Ｂｒｕｅｌ　＆　Ｋｊａｅｒ）を使用した。
【００４１】
　流動学的測定
　流動学的特性（例えば、安定した剪断プラトー弾性率）を、商業的なＡＲＥＳ動的レオ
メーター（Ｎｅｗ　Ｃａｓｔｌｅ，ＤｅｌａｗａｒｅのＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓか
ら入手可能）内で、材料の試験サンプル上で伸長モードにて線形、等温周波数掃引動的機
械分析（ＤＭＡ）試験を行うことにより測定した。得られたデータを、次に時間－温度重
ね合わせの原理を使用して移動して、選択された参照温度（２２．７℃の室温として取得
）における動的マスター曲線を得た。動的マスター曲線の移動のために使用した水平移動
係数を調べ、Ｗｉｌｌｉａｍｓ－Ｌａｎｄｅｌ－Ｆｅｒｒｙ（ＷＬＦ）型に従うことが見
出された。得られた動的マスター曲線を、最終的にＮｉｎｏｍｉｙａ－Ｆｅｒｒｙ（ＮＦ
）手順を使用して、室温（２２．７℃）での安定した線形伸長弾性率マスター曲線に変換
した。ゴム引張係数プラトーの値は、安定した線形伸長弾性率マスター曲線から決定し、
材料の安定剪断プラトー弾性率は、ゴム伸長弾性率プラトー値の１／３として取得した。
（例えば、Ｊｏｈｎ　Ｄ．ＦｅｒｒｙによるＶｉｓｃｏｅｌａｓｔｉｃ　Ｐｒｏｐｅｒｔ
ｉｅｓ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ，２ｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆
　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９８０）における流動学的データ解析技術
の考察を参照されたい。）
【００４２】
　材料
　シリコーンポリオキサミドブロックコポリマーの調製
　ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）ジアミンのサンプル（８３０．００グラム、モル
当たり約１４，０００グラムの平均分子量（ＭＷ）、本質的に米国特許第５，２１４，１
１９号に記載されているように調製）を、機械的攪拌器、加熱マントル、窒素注入チュー
ブ（ストップコックを伴う）及び排出チューブを備えた２リットルの３口樹脂反応フラス
コ内に配置した。フラスコを窒素で１５分間パージし、次に、激しく撹拌し、シュウ酸ジ
エチル（３３．５６グラム）を滴加した。得られた反応混合物を約１時間、室温で攪拌し
、次に、８０℃にて７５分間撹拌した。反応フラスコに、蒸留アダプタ及び蒸留レシーバ
を装着した。前記反応混合物を減圧下（１３３パスカル、１トール）、１２０℃にて２時
間加熱し、次に、１３０℃にて３０分間、更なる留出物を集めることができなくなるまで
加熱した。反応混合物を、室温に冷却した。得られた透明な流動性の液体生成物のガスク
ロマトグラフィー分析は、検出可能なレベルのシュウ酸ジエチルが残存していないことを
示した。生成物のエステル当量は、１Ｈ核磁気共鳴（ＮＭＲ）分光法（当量は、７，９１
６グラム／当量に等しい）及び滴定（当量は、８，２７２グラム／当量に等しい）を用い
て決定した。
【００４３】
　２０℃の３７．８５リットル（１０ガロン）ステンレス鋼反応槽内に、１８１５８．４
グラムのエチルオキサリルアミドプロピル末端ポリジメチルシロキサン（滴定されたＭＷ
＝１４，８９０、本質的に上述したように調製し、容積をそれに応じて調整した）を配置
した。反応槽を撹拌し（７５回転／分（ｒｐｍ））、窒素フローによりパージし、１５分
間真空にした。次に、反応槽を２５分間かけて８０℃に加熱した。エチレンジアミン（７
３．２９グラム，ＧＦＳ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）を反応槽内に真空投入した後、７３．２
９グラムのトルエンも真空投入した。次に、反応槽を６８９４Ｐａ（１ｐｓｉｇ）まで加
圧し、かつ１２０℃の温度まで加熱した。３０分後、反応槽を１５０℃に加熱した。１５
０℃の温度に到達した際に、反応槽を５分間かけてベントした。反応槽を４０分間真空引
き（約８６６５Ｐａ、（６５ｍｍ　Ｈｇ））し、エタノール及びトルエンを除いた。次に
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、反応槽を１３７８９Ｐａ（２ｐｓｉｇ）まで加圧し、次に、得られた粘稠な溶融ポリマ
ーをテフロン（登録商標）フルオロポリマーコーティングしたトレイに排出し、冷却した
。得られた冷却されたシリコーンポリオキサミド生成物である、ポリジオルガノシロキサ
ンポリオキサミドブロックコポリマーを、次に細かいペレット状に粉砕した。
【００４４】
　シリコーンポリオキサミドブロックコポリマーとポリウレタンとのブレンドの調製
　２．５グラムの上記にて調製したシリコーンポリオキサミドブロックコポリマーと、７
．５グラムのＭＯＲＴＨＡＮＥ　ＰＥ４４－２０３熱可塑性エラストマーポリウレタン（
Ｍｏｒｔｏｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．，Ｃｈｉｃａｇｏ，ＩＬから入手
可能）を組み合わせて、１０グラムのバッチを形成した。バッチは手により乾燥ブレンド
され、ＤＳＭ　ｍｉｃｒｏ　１５押出成形機内に供給された。バッチをプランジャを用い
て押出成形機内に押し込んだ。このバッチを１分当たり１５０回転（ｒｐｍ）にて２～４
分間混合した。得られた溶融混合物は押出成形機の末端部から加熱シリンダー内に流れ出
してバーとされ、又は加熱アルミニウム片上に流れ出して加圧シートが形成された。シリ
ンダーをダイの前に設置し、プランジャ－で混合物をダイ中に押し込んだ。アルミニウム
シート上の混合物は、別のアルミニウムシートをその上に置き、Ｃａｒｖｅｒ液圧プレス
に入れた。プレスは、バッチ（１９６℃）の押出しに用いた温度と同じ温度に設定した。
混合物はプレスのプラテンが一体となるにつれ平板化し、所望の厚さ０．６５ｍｍを提供
した。
【００４５】
　シリコーンゴム１番；ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒｒ　Ｉｎｃ．，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，　
ＩＬから入手可能な商品番号８６９１５Ｋ２４、デュロメータ硬度４０Ａ、厚さ０．８ｍ
ｍ、接着剤バッキングを伴う、本質的に上述したように測定して室温２２．７℃で安定剪
断プラトー弾性率４．３×１０５Ｐａ
　シリコーンゴム２番；ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒｒ，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，ＩＬから入手
可能な商品番号８９７７Ｋ３１２、デュロメータ硬度４０Ａ、厚さ０．８ｍｍ、接着剤バ
ッキングを伴う
　ポリウレタン：Ｍｏｒｔｏｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｃ．，Ｃｈｉｃａｇ
ｏ，ＩＬから入手可能なＭｏｒｔｈａｎｅ（商標）熱可塑性エラストマーポリウレタン、
商品番号ＰＥ４４－２０３
　ブロックコポリマー：Ｋｒａｔｏｎ（商標）Ｇ１６５７線状スチレン－（エチレン－ブ
チレン）ブロックコポリマー、Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．，Ｈｏｕｓｔｏｎ
，ＴＸから入手可能、厚さ１．２ｍｍのシートに加圧
　シリコーンポリオキサミドブロックコポリマー：上述したように調製したポリジオルガ
ノシロキサンポリアミドブロックコポリマー
　ポリウレタンとシリコーンポリオキサミドとのブレンド：上述したように調製し、厚さ
０．６５ｍｍのシートに加圧した、７５重量パーセントのポリウレタンと２５重量パーセ
ントのシリコーンポリオキサミドブロックコポリマーとの溶融ブレンド
　アクリレートコポリマー：４層のアクリル感圧転写接着剤（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓ
ｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから商品表記３Ｍ（商標）ＶＨＢ（商標）Ａｄｈｅｓｉｖｅ　Ｔｒａ
ｎｓｆｅｒ　Ｔａｐｅ　Ｆ９４７３ＰＣで入手可能）、層の厚さ０．２５ｍｍ（１０ｍｉ
ｌｓ）、全厚１．０ｍｍ
　コルク：コルクシート、カタログ番号２３４２０－７０８、ＶＷＲ　Ｉｎｔｅｒｎａｔ
ｉｏｎａｌ，Ｉｎｃ．，Ｗｅｓｔ　Ｃｈｅｓｔｅｒ，ＰＡから入手可能、厚さ３．０ｍｍ
　アルミニウム１番：アルミニウム箔、厚さ０．０７６ｍｍ、ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒ
ｒ　Ｉｎｃ．，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，ＩＬから商品番号９５３６Ｋ３２
　アルミニウム２番：アルミニウム箔、厚さ０．０３ｍｍ、ブランド名Ｒｅｙｎｏｌｄｓ
　Ｗｒａｐ（商標）で市販、Ａｌｃｏａ　Ｃｏｒｐ．，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡから
入手可能
　銅１番：銅合金１１０箔、厚さ０．０７６ｍｍ、ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒｒ　Ｉｎｃ
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．，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，ＩＬから商品番号９７０９Ｋ５５
　銅２番：銅合金１１０箔、厚さ０．０２５ｍｍ、ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒｒ　Ｉｎｃ
．，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，ＩＬから商品番号９７０９Ｋ５３
　銅３番：銅合金１１０箔、厚さ０．２５４ｍｍ、ＭｃＭａｓｔｅｒ－Ｃａｒｒ　Ｉｎｃ
．，Ｅｌｍｈｕｒｓｔ，ＩＬから商品番号９７０９Ｋ６６
【００４６】
　実施例１～２６及び比較例１～６
　下記の表１に示すように、様々な材料（材料Ａ及びＢと指定）の層を、可変の層の数と
、可変の層の厚さとを有する様々な異なる形態に組み立てることにより、様々な多層構造
体を構築した。比較例構造体として、６つの単一層構造体も調製した。得られた構造体の
透過損失特性を、本質的に上述した手順に従って試験した。結果を図１～７に示す。
【００４７】
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【００４８】
　（実施例２７～３０）
　音響吸収体としての使用
　下記の表２に示す材料（材料Ａ及びＢと指定）の層を組み立てることにより、３層構造
体（全厚１．６３ｍｍ）を構築した。得られたＡＢＡ構造体の吸収係数は、本質的に上述
した手順に従って決定した（表２に示すように、構造体と管システムの後部（反射）プレ
ートとの間の可変空気間隙を用いて（吸収モードにて））。結果を図８に示す。
【００４９】
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【表２】

【００５０】
　本明細書で引用した特許、特許文献、及び公報に含まれる参照された記述内容は、その
全体が、それぞれが個々に組み込まれているかのように、参照により組み込まれる。本発
明に対する様々な予見できない修正及び変更が、本発明の範囲及び趣旨から逸脱すること
なく当業者に明らかとなるであろう。本発明は、本明細書に記載した例示的な実施形態及
び実施例によって過度に限定されるものではなく、またかかる実施例及び実施形態は、一
例として表されているだけであり、本発明の範囲は、以下のように本明細書に記載した請
求項によってのみ限定されることを意図するものと理解されるべきである。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(15) JP 5457369 B2 2014.4.2

【図７】 【図８】



(16) JP 5457369 B2 2014.4.2

10

20

30

フロントページの続き

(74)代理人  100154380
            弁理士　西村　隆一
(74)代理人  100157211
            弁理士　前島　一夫
(72)発明者  バーカー，アリ
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  グレガー，リチャード　ダブリュ．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  ジャイン，マニシュ
            アメリカ合衆国，カリフォルニア　０４５３０，エル　セリート，カーニー　ストリート　９０４
(72)発明者  アロシナ　エプ　レスフルール，マリー
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  モハンティ，サナト
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター

    審査官  冨澤　直樹

(56)参考文献  米国特許出願公開第２００５／００００７５１（ＵＳ，Ａ１）　　
              特開２００６－１４５６３７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－２４７５４７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－１８７３８７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ１０Ｋ　　１１／１６２　　　
              Ｇ１０Ｋ　　１１／１６　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

